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2026年10月19日（月) 

円とユーロ除く非ドル通貨の反発と調整焦点 

米株、米金利、米日の中銀政策、仏騒乱など焦点 

今週の為替相場は円とユーロを除いた非ドル通貨の反発と、反動調整をにらん

だ 展 開と なる。週 間予想 は ドル /円が 156.70 － 159.30 円、ユ ーロ /円が

174.50－178.90円。前週は米AI株の急落で安全資産である米国債が買い戻された

ほか、米FRB幹部からインフレ警戒姿勢の強化と利上げ加速が示唆されなかったこ

とで米債金利の低下（米債価格は反発）と全般ドル安が後押しされた。一方で

ユーロは仏の市民デモ激化などが重石になっている。今週は米株と米債金利、米

日の中銀政策、仏騒乱、米中露協議などが焦点になる。 

 
対ドルで非ドル通貨が反発、対円でも連れ高に 
 
今週の為替相場で注目されるのは、米国株の動向だ。前週はAI関連株を中心に

急落となり、安全資産である米国債が買い戻されたことで、米国債金利の低下

（米債価格は反発）と全般ドル安が進展した。リスク回避などで、ドル/円では円

安の抑制とドルの上値の重さが見られている。一方、円とユーロを除いた非ドル

通貨が対ドルで反発となり、クロス円取引（円の対非ドル通貨相場）の対円では

各通貨が連れ高になった。 

前週14日以降、19日のアジア市場にかけて対ドルで反発となり、クロス円取引

の対円でも連れ高となっている非ドル通貨には、スイス、NZ、ハンガリー、英

国、ノルウェー、南アフリカ、カナダ、韓国、ポーランド、中国、メキシコなど

の各通貨がある。今週以降はこうした非ドル通貨が、対ドルと対円で上昇が持続

となるか。あるいは上げ渋りから、反動調整的な再下落となるかの見極めとな

る。 

米株下落と米債価格の反発(米債金利は低下)が続くと、ユーロを除いた全般ド

ル安と、クロス円での非ドル通貨高が後押しされやすい。反対に米株反発で米債

価格が再下落(米債金利は上昇)となれば、全般ドル高とクロス円取引での非ドル

通貨の上値抑制、もしくは再下落(クロス円での円高)につながる余地がある。 

前週のAI株の急落には、データセンター運営企業が債務返済に必要な利益を十

分に確保できるのかといった疑念や、高成長期待の行き過ぎ警戒などがあった。

前週には債務懸念で米AIクラウド企業コアウィーブの社債価格が急落となった

り、新規株式公開（IPO）を目指す新興の英エヌスケールは評価額を大幅に引き下

げるよう求められたといった個別の悪材料があった。今週以降はこうした問題が

広がるか、収拾に向かうかの見極めとなる。 

一方で前週にかけてのAI株急落と米国債の買い戻しについては、短期的なポジ

ション整理やヘッジ対応、利益と損失の確定が影響した、といった見方も少なく

ない。具体的には、米国の投信など各種ファンドによる年末決算対応や、10月後

半にかけて相次ぐ米国のIT・AI企業などの決算発表に備えた未然対応、11月の中

間選挙に備えた未然対応といった要因によるものだ。 

今週の為替相場では、米国の経済指標が注目される。20日の住宅着工件数や中

古住宅販売成約指数については、金利の上昇が悪材料になる。23日の最新10月PMI
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は、前月改善の反動減速や金利上昇打撃などが警戒されやすい。 

こうした米国の指標を含めて、米国市場では10月27－28日の米FRBによるFOMC

が注目イベントとなる。前週は物価指標が上昇となったが、米イラン対立による

資源エネルギー価格の高騰影響が大きく、基調としてのインフレ動向については

「もう少し経済データが揃うのを待つ必要」といった市場反応が見られた。前週

はFRB幹部からも、インフレ警戒姿勢の強化と利上げ加速が示唆されていない。 

何より現在のFRBは、11月3日の中間選挙に配慮する必要が出ている。今週以

降、改めてFRBの10月利上げ観測が後退すると、全般ドル安が後押しされる。一

方でFRBについては、12月の利上げ観測が残存となったままだ。目先、10月利上

げ観測の後退でドル安に振れる場面があっても、12月利上げの可能性残存がドル

の押し目買い地合いとドルの下限切り上がりをサポートする。その他の注目点は

以下。 

＜ドル/円、週足の下値抵抗線巡る攻防＞ 

為替相場のドル/円は週足テクニカルで、昨春以降のドルの複数下値抵抗線に

ついて、上下動を経ながらも上抜け維持や回復ができるか。完全に下抜けていく

かの攻防が続いている。 

ブルームバーグのレートによると、前週末10月16日時点における下値抵抗ライ

ンの数値は以下のようになっている。40週移動平均線158.50円、週足・一目均衡

表の基準線158.44円、52週移動平均線157.83円、一目均衡表の転換線156.64円、

一目均衡表の雲上限（先行スパン1）156.62円（今週は157.26円）、60週移動平

均線156.60円、40週移動平均線を中央値のボリンジャーバンド・バンド下限

（153.87円）など。 

＜日銀、物価安定化に軸足、為替は安定努力も＞ 

今週の為替相場で注目されるのが、日銀の金融政策動向だ。当面の政策会合で

は10月29－30日開催時の利上げは見送られ、12月17－18日会合での利上げ観測が

高まっている。現在は日米間で円安是正が合意されており、引き続き日銀の利上

げ継続観測のほか、日本の財務省幹部による円安牽制発言や、レートチェック、

実弾の円買い市場介入の可能性、こうした対応への警戒感などは、円安抑制の要

因となりやすい。 

 一方で日銀の植田和男総裁は前週以降、基調物価について「2％におおむね近

い」と物価2％目標の達成に自信を示しながら、「2％に達した後は近辺で定着さ

せることが政策の大きな目標」と説明している。日本経済新聞も19日、「日銀の

2％物価目標、到達より安定に重心」と伝えている。 

 為替相場と物価の関係でいえば、過去1年のドル/円は月間ドル高値が157－164

円前後、月間ドル安値が152－155円前後での推移となってきた。今後、こうした

水準比でドル高・円安となれば、前年比で輸入物価などの物価が上振れへと作用

(インフレ上昇)。反対にドル安・円高になれば、前年比で物価の下振れ要因(デ

フレ回帰方向)となっていく。 

 その点で日銀が「物価安定化」に政策の軸足を移すのであれば、現状からのド
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ドル／円の日足；２８日移動平均線を中央値のボリンジャーバンド

２８日平均を上抜けの局面では、バンド上限方向が短期的な上値メド

２８日平均方向が下値メド、２８日平均下抜け局面ではバンド下限方向が下値メド

ドル／円 バンド上限＝１６０．１１
２８日平均＝１５７．２６ バンド下限＝１５４．４０

※↑

※２８日平均
焦点
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ル高・円安抑止と同時に、過度なドル安・円高の抑止に向けた目配りも焦点にな

る。 

＜仏のデモ騒乱と米中露協議＞ 

 前週後半以降の為替相場では、ユーロに下落場面が見られている。ウクライナ

のゼレンスキー大統領が、「トランプ米大統領はロシアへの降伏をウクライナに

迫っている」と非難し、地政学緊張の高まりと資源エネルギー価格の再上昇が懸

念されている。フランス(仏)では複数の都市で抗議デモが警察と参加者の衝突に

発展し、ここ数年で最悪規模の騒乱となった。 

 今週以降、こうした問題が深刻化するとユーロ安、事態改善に向かうとユーロ

高の要因として注視される。ただし仏では政治・財政不安などが残されている。

中長期スパンで、ユーロは戻り売り圧力が続く可能性がある。 

 ウクライナ問題ではトランプ米大統領が前週16日、ロシア産の資源供給増と資

源価格押し下げなどの目的もあり、新たな対ロシア制裁を見送った。11月の中間

選挙に向けた物価抑制策との見方もあるが、19日にはロシアのプーチン大統領

が、ウクライナ戦争の終結について協議するため、トランプ米大統領、中国の習

近平国家主席との会談を来月開くことを提案した、といった報道が見られてい

る。 

 今後、ウクライナ戦争の終結期待が高まると、資源下落と米国債金利低下(米

国債価格は反発)、ドル安の要因となる。同時進行で世界株高とリスク選好が、

クロス円取引主導の円安となる余地があるほか、日本での資源安と物価下落、日

銀の利上げ加速観測の後退が、円安や円高抑制の要因となる可能性もある。ただ

し終戦協議については、失望リスクも無視できない。 
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豪ドル／円とカナダ・ドル／円；２０日移動平均線を中央値のボリンジャーバンド

２０日平均を上抜けの局面では、バンド上限方向が短期的な上値メド

２０日平均方向が下値メド、２０日平均下抜け局面はバンド下限方向が上値メド

豪ドル／円（左軸） バンド上限＝１１１．６８ ２０日平均＝１１０．２６

バンド下限＝１０８．８３ 加ドル／円（右軸） バンド上限＝１１２．２８

２０日平均＝１１１．２７ バンド下限＝１１０．２７

※２０日平均
焦点
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